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（様式－１ 表紙） 
 

 １ 調査名称：平成24年度 街路交通調査費補助飯田市都市圏等総合交通体系 

調査業務 

 
 

 ２ 調査主体：飯田市 

 

 ３ 調査圏域：飯田市全域および下伊那地域の周辺町村、上伊那地域市町村、三遠

南信圏域市町村 

 

 ４ 調査期間：平成２４年度～ 

 

 ５ 調 査 費：３１，５００千円 （当年度までの合計：２４，０００千円） 

（総合都市交通体系調査） 

 

 ６ 調査概要： 

飯田市は、将来的にリニア中央新幹線、三遠南信自動車道などの開通が予定さ

れており、地元飯田下伊那地域のみならず、長野県の南の玄関口、三遠南信地域

の北の玄関口として、広域的な役割が期待されている。そのため、想定される都

市圏域の人の動きや交通手段の動態を把握し、新たな視点に基づき、当地域にお

ける交通問題・課題やそれに対応する必要な施策等を分析し、将来の総合的な交

通体系や駅とその周辺施設等の整備計画等を検討する必要がある。 

本年度の調査では、まず、飯田市における既存統計データや既存の計画等を踏

まえて、飯田市における現況の特性と調査対象地域の現況特性と課題を把握した。

また、交通計画を策定するために必要となる基礎資料の収集を目的として、パー

ソントリップ調査（PT調査）、広域交通行動および意識に関する調査を実施し、

各調査結果のデータ化および基礎集計を実施した。 
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（様式－２ａ 調査概要） 

Ⅰ 調査概要 
 

１ 調査名：平成24年度 街路交通調査費補助飯田市都市圏等総合交通体系調査業務 
 

２ 報告書目次 

第1章 調査概要 

1-1 調査の目的 

1-2 調査対象地域 

1-3 調査フロー 

1-4 調査内容 

第2章 調査対象地域の現況特性及び課題把握 

2-1 飯田市の社会経済状況 

2-2 飯田市の交通特性 

2-3 飯田市を取り巻く状況の変化 

2-4 上位計画・関連計画の概要 

2-5 現況特性と課題 

第3章 実態調査の実施 

3-1 実態調査の企画準備 

3-2 郵送調査（パーソントリップ調査・市内居住者意識調査）の実施 

3-3 広域交通行動及び意識に関する調査（市内居住者以外）の実施 

第4章 交通実態調査のデータ処理 

4-1 パーソントリップ調査のデータ処理 

4-2 広域交通行動及び意識に関する調査のデータ処理 

4-3 調査のまとめ 

第5章 基礎集計 

5-1 パーソントリップ調査の基礎集計 

5-2 広域交通行動及び意識に関する調査の基礎集計 

5-3 中高生アンケート調査の基礎集計 

第6章 将来交通量推計 

6-1 将来交通量推計の概要 

6-2 現況ODデータの作成 

6-3 現況および将来ネットワークデータの作成 

6-4 現況の交通量推計と再現性の確認 

6-5 将来のODデータの作成 

6-6 将来の交通需要推計 

第7章 計画課題の整理 

7-1 総合交通体系の基本方針の検討 

7-2 リニア中央新幹線の整備に伴う計画課題の整理 
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３ 調査体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 委員会名簿等： 

なし 

 

飯田市都市圏等交通体

系調査 

《有識者意見聴取》 

信州大学 工学部  

准教授 高瀬達夫 

 

名古屋工業大学 

都市社会工学科 

准教授 鈴木弘司 

《調整機関》 

中部地方整備局 

飯田国道事務所 

 

長野県 

飯田建設事務所 

庁内関係部局 

  

飯田市建設部 

（地域計画課） 
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（様式－３ａ 調査成果） 

Ⅱ 調査成果 

 

１ 調査目的 

飯田市は、将来的にリニア中央新幹線、三遠南信自動車道などの開通が予定されてお

り、地元飯田下伊那地域のみならず、長野県の南の玄関口、三遠南信地域の北の玄関口

として、広域的な役割が期待されている。 

そのため、本調査は、想定される都市圏域の人の動きや交通手段の動態を把握した上

で、交通問題・課題やそれに対応する施策等を分析し、将来の総合的交通体系や駅とそ

の周辺施設の整備計画を検討するために必要な基礎情報を整理することを目的とする。 

 

 

２ 調査フロー 

飯田市の既存統計データや既存計画等を踏まえ、飯田市における現況特性と課題の

把握を行う。また、交通計画策定のために必要な基礎資料の収集として、パーソント

リップ調査、広域交通行動および意識に関する調査を実施し、各調査結果のデータ化

および基礎集計を実施する。さらに、平成25年度に実施予定の交通需要推計に向け、

OD表の作成、ネットワークの設定、現況ネットワークに基づく交通量配分を行う。 

最後に、現況課題の整理を踏まえた総合交通体系の基本方針の検討、既存の新幹線

新駅整備等の事例を踏まえたリニア中央新幹線整備に伴う計画課題の整理を行う。 

 

 

１．地域の現況特性及び課題把握

２．交通実態調査の実施
（PT調査、広域交通行動及び意識に関する調査 等）

３．実態調査のデータ処理

４．基礎集計

５．将来交通需要推計のための
基礎データ整備

７．計画課題の整理

国、県の関連調査

６．交通需要推計
 

図 調査フロー 
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３ 調査圏域図 

 

調査対象地域は、飯田市全域および下伊那地域の周辺町村、上伊那地域市町村、三

遠南信圏域市町村として調査を行った。 

 

上伊那地域

下伊那地域

三遠南信圏域

阿智村

阿南町

伊那市

塩尻市

岡谷市

下諏訪町

下條村

茅野市

宮田村

喬木村

駒ヶ根市

原村

高森町

根羽村

松川町

上松町

諏訪市

泰阜村

大桑村

大鹿村

辰野町

中川村

朝日村

天龍村

浜松市天竜区

南箕輪村

南木曽町

売木村

飯島町

富士見町

平谷村

豊丘村

箕輪町木曽町

木祖村

飯田市

20km0

 

 

 

図 調査対象地域 
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（様式－３ｂ 調査成果） 

４ 調査成果 

４－１ 飯田市の現況特性と現況課題 

既存データや上位関連計画に基づき、対象地域の人口、産業、観光等の社会経済状況、

交通需要、道路整備状況等の交通特性を整理し、飯田市の現況特性と現況課題を整理し

た。 
（１）飯田市の現況特性 

飯田市の社会経済状況や交通需要・道路整備状況などの交通特性などを整理した。 

①社会動向 

・人口減少と中心市街地や中山間地域における高齢化 

・通勤・通学、高度医療等を踏まえた下伊那地域の中心都市として役割強化 

・自然災害が発生しやすく、中山間地域において急斜地等危険箇所が存在 
②土地利用 

・市街地、農村、山林からなる広い市域、中山間地域などにおける人口の分布 

・人口集積の拡散、中心部の人口減少 
③交通 

・高い自動車依存と公共交通利用低迷、路線バス縮小と地域公共交通サービス確保 

・幹線道路に問題箇所の存在（狭い幅員、高い混雑度、遅い旅行速度、天候に脆弱） 
 

（２）既往調査・計画における従来の課題 

「飯田市土地利用基本方針」や「総合交通体系調査」など飯田市における既往計画

では、従来の課題は以下のように整理されている。 

①持続可能な都市構造への転換 

・社会、環境、経済を関連づけながら持続可能な都市構造への転換 

・将来人口減少を踏まえた都市づくり 

・地球環境を守る都市運営として、コンパクトシティや車に頼りすぎない暮らし方

の推進、省資源・省エネルギー化やクリーンなエネルギーの普及などの新エネ・

エコロジーの活用 

②地域の安全性を確保する交通体系の整備 

・災害に強い地域間ネットワークの構築 

・市南西部山間地域の代替路線（リダンダンシー）確保のための幹線道路の機能強

化 

③地域の自立を支援する交通体系の整備 

・飯田市へのアクセス性確保する道路機能の強化 

・中山間地域へのアクセス性確保のための幹線道路の機能強化 

・公共交通不便地域に対する公共交通サービスの確保 

④地球温暖化防止を支援する交通体系の整備 

・公共交通整備プログラムを支援する交通体系 

・現況の混雑緩和に対応する道路整備 
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⑤自動車に過度に依存しない交通体系の整備 

・コンパクトシティや車に頼りすぎない暮らし方の推進 

⑥計画的な土地利用と交通体系の整合した整備 

・都市と自然が共生できる都市構造への転換 

 

（３）飯田市を取り巻く状況の変化 

①新たな高速交通網時代の到来 

・リニア中央新幹線中間駅の開業、三遠南信自動車道の開通 

②社会的価値観の変化（パラダイムシフト） 

・経済的な豊かさのみではなく、環境や美しい景観の重視 

・増大する災害リスクに対した安全・安心な社会の形成 

・社会資本ストックの老朽化、人口減少社会での選択と集中 

③災害の激甚化 

・災害が多い地域特性を踏まえた災害対策への取り組みの推進 

④低炭素地域社会づくりの推進 

・地球温暖化問題へ対応した取り組みの推進（自然エネルギーへの取り組み等） 

⑤社会資本の本格的更新 

・高度経済成長期に集中的に整備された社会資本の老朽化に対応した戦略的な維持

管理・更新に向けた取り組み 
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（４）現況課題のまとめ 

飯田市の現況特性、既往調査・計画における従来の課題、飯田市を取り巻く状況の

変化等を踏まえると、飯田市における現況課題は以下のように整理される。 

 

①新たな高速交通網に対応し、観光促進・地域活性化に向けた施設整備やまちづくり 

・リニア中間駅及び周辺の「広域交通拠点」としての機能整備 

・周辺市町村や県外などと飯田市を結ぶ広域的なアクセス性・円滑性の強化 

・各拠点と交通結節点（飯田駅、リニア中間駅、高速道路 IC）のアクセス性の確保 

・中心市街地とリニア中間駅の連携の確保 

・高速交通体系の確保及び観光振興のための整備促進 

②高齢化社会に対応した人にやさしい交通体系の構築 

・公共交通サービスの維持・向上、高齢者などが安全安心に利用できる道路 

③歩行者の安全性の確保 

・通過交通対策、安心して通行できる歩道 

④地域の自立支援、安心安全の確保 

・中山間地域における脆弱なアクセス道路の整備改善 

・災害の激甚化に対応するリダンダンシーの確保、緊急輸送路の確保 

⑤低炭素な社会づくりの推進 

・公共交通の利用促進、自動車に過度に依存しない交通体系の整備 

⑥拠点連携型都市構造を支援する交通体系の構築 

・各拠点の集約型都市構造と拠点間連携 

・計画的な土地利用の推進 

・各拠点間のアクセス性の向上 

⑦既存ストックの活用と効率的な道路ネットワークの整備 

・社会資本の長寿命化 

・長期にわたり未着手の都市計画道路の見直し 

⑧道路整備と周辺土地利用の整合 

・沿道開発の誘導、周辺環境や周辺景観との調和 
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４－２ 実態調査の実施 

４－２－１ 実態調査の概要 

飯田市の課題分析に必要な交通実態や意識に関するデータを収集するため、以下に示

す実態調査を実施した。 

 

■パーソントリップ調査 

飯田市居住者の飯田市を中心とした地域間移動実態や地域別、年齢階層別の交通

手段別や目的別の移動状況など日常的な移動の実態を把握する。 

 

■広域交通行動及び意識に関する調査（市内及び下伊那郡内居住者） 

飯田市内の世帯人員（18 歳以上）、市内の事業所、短大への通勤者、通学者を対

象に、普段の飯田市内や名古屋・東京方面への移動時の交通手段など広域交通行動

や、リニア中央新幹線の利用意向やアクセス時に希望する交通手段等の意識を把握

する。また、リニア中央新幹線が開業時に、利用者となりうる飯田市内の中学生や

高校生を対象として、将来の進学や就職の意向（定住意向）、リニア中央新幹線の整

備時に飯田市に居住するために必要な条件等などの意識を把握する。 

 

■広域交通行動及び意識に関する調査（広域居住者） 

上伊那地域、浜松市北部の居住者を対象に、普段の飯田市内や名古屋方面、東京

方面へ移動する際の移動手段などの広域交通行動や、リニア中央新幹線が開業した

際の利用意向や希望するアクセス手段等の意識を把握する。 

 

表 実態調査の種類と調査方法 

 市内居住者 下伊那郡内居住者 広域居住者 

パーソントリップ
調査 

【パーソントリップ調査】 

・市内の約 3,700 世帯（5 歳以
上）を対象に郵送調査 

  

広域交通行動及び
意識に関する調査 

【市内居住者意識調査】 

・市内の約 4,700 世帯（18 歳
以上）を対象に郵送調査 

【事業所調査】 

・市内 17 事業所に勤
務する市外からの
通勤者約 1,400 人を
対象に各事業所を
通じた調査 

【WEB 調査】 

・上伊那地域、浜松市
北部の約 1,000 名
（WEB モニター）
の WEB 調査 

【短大調査】 

・市内の短大生（1 校）約 500 人を対象に短大を通じ
た調査 

 

 
主に定住意
向に関わる
意識 

【高校調査】 

・市内 3 高校の約 1,700 人を対象に各高校を通じた調
査 

 

【中学調査】 

・市内 9 中学校の 3 年生約
1,000 人を対象に各中学校
を通じた調査 
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４－２－２ 実態調査規模の設定 

各調査の結果を用いた分析で必要なカテゴリー数を想定した上で、次式を用いて、

各調査で目標とする標本率を算定した。 

 

 

 

 

RSD(A) ： 相対誤差率（20%以下とする） 

K ： 信頼係数（信頼度 95％のとき 1.96） 

N ： 母集団の大きさ 

ZK ： カテゴリー数（ゾーン数×目的分類数×手段分類数） 

R ： 標本率 

注）上記の式は、「総合都市交通体系調査の手引き 解説書 2007 年版、平成 19 年 10 月、国土

交通省都市・地域整備局都市交通調査室（現都市局都市計画調査室）監修」において、統計

上必要とされる標本率の設定に用いることとされている。 

 

①パーソントリップ調査 

ゾーン別目的別手段別自動車 OD 表を用いた分析を想定（カテゴリー数：35 ゾーン

×全目的×手段 2分類(自動車、自動車以外)＝70） 

→目標標本率 ：2.8％（1,060 世帯） 

 

②市内居住者意識調査 

市内地域別目的・交通手段別の分析を想定（カテゴリー数：9地域(道路交通センサ

ス Bゾーン数)×目的 4分類×手段 3分類＝108） 

→目標標本率 ：4.2％（1,590 世帯） 

 

③下伊那郡内居住者（事業所・短大） 

方面別リニア転換意向区分別の分析を想定（カテゴリー数：2方面（東京、名古屋）

×リニア転換意向 4区分＝8） 

→ 目標標本率 ：1.1％（700 サンプル） 

 

④広域居住者（WEB 調査） 

下伊那郡内居住者と同様の 8 カテゴリー別の分析を想定 

→ 目標標本率 ：0.1％（700 サンプル） 

 

⑤高校生・中学生 

中学生・高校生別居住意向区分別の分析を想定（カテゴリー数：2 区分（中学生、

高校生）×居住意向 4区分=8） 

→ 目標標本率 ：14.8％（700 サンプル） 

 

RSD(A)= k 
1 

N 

 

 1 –  r 

   r 
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目

的 

(

1

)

外 

・

黒

の

筆

記

用

具

で

記

入

し

て

下

さ

い

。 

・

回

答

は

、  

の

部

分

（

回

答

欄

）

に

記

入

し

て



 -11- 

４－２－３ 調査の実施 

（１）郵送調査（パーソントリップ調査・市内居住者意識調査）の実施 

郵送調査により調査対象者に調査票を配布した。このとき、調査日を分散させるこ

とで悪天候等による特異データの影響の軽減および電話応対の集中の軽減等を目的と

して、タイミングを 2 回に区分して調査票を発送した。 

調査日は、発送の際に、発送翌週の平日（火・水・木曜、土日祝日の前後を除く）

を均等に割り振った。 

 

（２）広域交通行動及び意識に関する調査（市内居住者以外）の実施 

事業所調査、短大調査、高校調査および中学調査は、各事業所、学校内での従業者、

生徒・学生への配布・回収を個別に依頼する形で実施した。 

 

４－２－４ データ作成処理 

（１）パーソントリップ調査結果に関するデータ作成処理 

回収調査票の記入内容に関しては、記入ミス・もれ等の点検・修正（エディティン

グ）、行き先住所等のコード化（コーディング）をした上で、入力作業を行い、入力デ

ータを作成した。 

作成した入力データに関し、数値の範囲、項目間の整合性などのシステムチェック

を行い、調査票原本に戻って記入状況を確認のうえデータ修正（または不明コード記

入）を行い、オリジナルファイルを作成した。さらに、オリジナルファイルのサンプ

ルデータから交通の全体量を把握するため、下式により拡大係数を算定した。 

 

拡大係数＝母集団人口（H24 年住民基本台帳人口）÷有効回収サンプル数 

 

このとき、居住地 Bゾーン別（9区分）・性別・年齢 5 歳階層別に拡大係数を算定し、

この拡大計数をオリジナルファイルに付与し、マスターファイルを作成した。 

 

（２）広域交通行動及び意識に関する調査におけるデータ作成処理 

回収した調査票については、明らかな記入ミス・もれ等の点検・修正（エディティ

ング）、住所及び乗降駅・バス停車名称等に関するコード化（コーディング）を行った

上で、入力データを作成した。 

作成した入力データに関しては、範囲外の数値や数値以外が入力されていないか、

分岐する設問等で回答者が該当するか等のチェックを簡便な集計やフィルタリング機

能等で行った。 

これらチェック作業の終了後のデータをマスターファイルとした。 
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４－２－５ 調査結果のまとめ 

パーソントリップ調査および広域交通行動及び意識に関する調査結果のデータにつ

いて、それぞれ必要なデータ処理をしたマスターファイルを作成した結果、有効に得

られた回答数は、各調査とも想定した目標を上回り、事前に想定した分析に必要とな

る有効なサンプル数を確保した。 

 

表 調査と目標有効回答数、配布数、回収数、有効回答数 

配布数 回収数
回収率
(%)

有効
回答数

有効回答
率(%)

1,060 1,200 1,081

(世帯数) (世帯数) (世帯数)

1,590 1,759 1,756

(世帯数) (世帯数) (世帯数)

事業所 1,411 1,072 76.0 1,043 73.9

短大 573 374 65.3 373 65.1

合計 1,984 1,446 72.9 1,416 71.4

700 5,000 1,019 20.4 1,019 20.4

高校 1,704 1,638 96.1 1,629 95.6

中学 1,048 998 95.2 958 91.4

合計 2,752 2,636 95.8 2,587 94.0

PT
調査

市内居住者

意識
調査

市内居住者
有効回答の標本率
4.7%（目標4.2%）

下伊那郡
内居住者
（事業所
・短大）

事業所・短大は、
合計で有効回答数
700を目標

高校生・
中学生

高校・中学は、合
計で有効回答数
700を目標

700

700

調査 調査対象者
目標有効
回答数

調査実施 データ処理

備考

広域居住者

3,721

4,753

32.2

37.0

29.1

36.9

有効回答の標本率
2.9% (目標2.8%）
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４－３ 基礎集計 

整理した調査データについて、交通目的や交通手段などの基礎的な状況を把握する

ため、項目ごとの単純集計を中心とした基礎集計結果を整理した。 

 

４－３－１ パーソントリップ調査に関する基礎集計 

（１）集計結果項目 

パーソントリップ調査の結果に関しては、①トリップ数・原単位に関する集計（目

的別、手段別等のトリップ数、外出率・1人当たりトリップ数等の原単位 等）、②発

生集中交通量に関する集計（発生集中交通量、目的別トリップ数 等）、③分布交通量

に関する集計（ゾーン間トリップ数）、④その他の交通特性に関する集計（鉄道端末手

段 等）を基礎集計として行った。 

 

（２）基礎集計結果の例 

①トリップ数・原単位 

・自動車トリップが多く、鉄道、バスなどの公共交通トリップは少ない。 

・鉄道やバスなどの公共交通は、通学トリップでの利用が多い。 

・外出率は 80％、1人あたりトリップ数は 2.5 トリップ/人程度である。 

39

9

1,938

84

368

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

鉄道

バス

自動車

二輪車

徒歩

（100ﾄﾘｯﾌﾟ/日）

合計：2,498百ﾄﾘｯﾌﾟ/日（手段不明含む）  

0.4

9.6

0.9

1.7

0.9

1.6

0.3

0.6

0.2

0.3

0.5

0.4

86.9

23.2

90.9

77.8

83.7

79.5

3.7

4.9

1.8

3.8

3.2

3.4

8.8

61.6

6.2

16.3

11.7

15.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通勤

通学

業務

帰宅

私事

全目的

鉄道 バス 自動車 二輪車 徒歩

 

  図 代表交通手段別トリップ数       図 目的別代表交通手段構成比 

78.3

81.5

75.2

80.6

83.0

79.9

84.6

85.6

61.8

81.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

飯田市１区

飯田市２区

飯田市３区

飯田市４区

飯田市５区

飯田市６区

飯田市７区

飯田市８区

飯田市９区

市全域

（％）外出率

2.49

2.78

2.27

2.49

2.67

2.33

2.55

2.62

1.99

2.52

0.00 1.00 2.00 3.00

飯田市１区

飯田市２区

飯田市３区

飯田市４区

飯田市５区

飯田市６区

飯田市７区

飯田市８区

飯田市９区

市全域

（ﾄﾘｯﾌﾟ/人日）一人当たりトリップ数

 

図 地域別の外出率・一人当たりトリップ数 
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②発生集中交通量 

・発生集中交通量は、飯田市 5 区が最も多く、飯田市 9区が最も少ない。 

・地区毎に代表交通手段構成比は異なるが、自動車分担率は 70～80％の地区が多い。 

472

552

254

188

888

701

674

578

55

0 200 400 600 800 1,000

飯田市1区

飯田市2区

飯田市3区

飯田市4区

飯田市5区

飯田市6区

飯田市7区

飯田市8区

飯田市9区

（100ﾄﾘｯﾌﾟｴﾝﾄﾞ/日）

0.9

0.7

3.2

1.9

1.6

0.3

1.1

3.2

1.4

0.8

0.5

0.4

0.3

0.3

0.1

0.2

0.3

73.0

76.2

79.4

82.8

80.2

78.9

79.4

77.0

95.1

78.4

3.6

3.3

5.5

2.6

2.9

3.7

2.9

4.9

3.5

21.9

19.3

11.4

12.8

15.0

16.8

16.5

14.7

4.9

16.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

飯田市1区

飯田市2区

飯田市3区

飯田市4区

飯田市5区

飯田市6区

飯田市7区

飯田市8区

飯田市9区

市内全域

発生集中量の代表交通手段構成

鉄道 バス 自動車 二輪車 徒歩

 

図 ゾーン別発生集中交通量      図 ゾーン別代表交通手段構成比 

 

③分布交通量に関する集計（ゾーン間トリップ数） 

・分布交通量は、飯田市中心部と各地区との間のトリップだけでなく、中心市街地周

辺ゾーン間のトリップも多く存在する。 

 

200 ～ 1,000

1,000 ～ 2,000

2,000 ～ 4,000

4,000 ～ 6,000

6,000 ～

その他県内

上伊那

県外

下伊那（北側）

下伊那（南側）凡例
B ゾーン間トリップ数

 

図 ゾーン間トリップ数 

1区

8区

7区

2区

5区

6区

3区

4区

9区

図 ゾーン区分 
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４－３－２ 広域交通行動及び意識に関する調査の基礎集計 

（１）集計結果項目 

広域交通行動及び意識に関する調査の結果に関しては、①東京方面、名古屋方面へ

の移動に関する集計（東京、名古屋方面別の移動手段など）、②リニア中央新幹線の開

業による影響に関する集計（リニア中央新幹線の利用意向など）、③リニア中央新幹線

の中間駅に関する集計（中間駅へのアクセス手段、中間駅に必要な整備など）等を基

礎集計として行った。 

 

（２）基礎集計結果の例 

①現状の東京方面・名古屋方面への移動交通手段 

・現状、飯田市から東京や名古屋へ移動する際の手段の割合は、飯田下伊那地域では、

高速バス、自動車が高く、鉄道の割合は小さい。 

39.4 

46.1 

47.8 

54.9 

50.8 

33.6 

2.7 

1.1 

17.9 

2.5 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市内居住者

（N=2,792）

下伊那郡内

居住者

（N=1,042）

広域居住者

（N=743）

自動車 ハイヤー・タクシー バス（高速バス含む）

鉄道（新幹線含む） その他

53.2 

66.9 

67.4 

41.3 

30.0 

19.9 

2.1 

1.0 

12.1 

3.0 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市内居住者

（N=2,880）

下伊那郡内

居住者

（N=1,065）

広域居住者

（N=497）

自動車 ハイヤー・タクシー バス（高速バス含む）

鉄道（新幹線含む） その他  

図 東京方面への移動手段        図 名古屋方面への移動手段 

 

②リニア中央新幹線の利用意向 

・リニア中央新幹線が開業した場合、市内居住者、下伊那郡内居住者の利用意向は高

いが、広域居住者の利用意向は低い。 

17.2 

16.2 

3.7 

42.0 

50.7 

17.2 

16.5 

11.7 

58.2 

24.3 

21.4 

20.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市内居住者

（N=3,577）

下伊那郡内

居住者

（N=1,149）

広域居住者

（N=1,019）

積極的に利用すると思う おそらく利用すると思う

利用しないと思う わからない

13.9 

10.1 

2.6 

38.7 

45.1 

15.6 

22.1 

22.2 

58.6 

25.3 

22.6 

23.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市内居住者

（N=3,558）

下伊那郡内

居住者

（N=1,143）

広域居住者

（N=1,019）

積極的に利用すると思う おそらく利用すると思う

利用しないと思う わからない  

図 リニア中央新幹線の利用意向（東京移動時） 図 リニア中央新幹線の利用意向（名古屋移動時） 

 

※未回答除く ※未回答除く 

※未回答除く ※未回答除く 
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③リニア中央新幹線の中間駅に対するニーズ 

・中間駅まで希望するアクセス手段は、自動車（自ら運転）が一番多い。飯田市や下

伊那郡内居住者は路線バスが多く、広域居住者は鉄道や高速バスが多い。 

・リニア中央新幹線を利用するために必要な整備は、中間駅や周辺部の駐車場、中間

駅へのアクセス道路などが最も多い。広域居住者はスマート IC も多くなっている。 

・中心市街地と中間駅の接続性は、路線バス、鉄道、自動車での接続性による利便性

向上を望む割合は、ぞれぞれの手段で 50%程度を占めている。 

2.5 

2.5 

0.8 

1.8 

2.0 

2.9 

64.3 

81.3 

73.8 

18.4 

9.9 

5.8 

5.8 
3.2 

2.6 

2.9 

2.0 

11.6 
1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市内居住者

（N=3,495）

下伊那郡内

居住者

（N=1,116）

広域居住者

（N=1,019）

徒歩 自転車 原付・自動二輪車

自動車（自ら運転） 自動車（送迎） タクシー・ハイヤー

路線バス 高速バス 鉄道  

3.8 

6.0 

1.1 

1.5 

2.4 

3.0 

33.8 

50.5 

54.3 

14.6 

8.9 

5.8 

4.9 

2.1 

32.3 

21.4 

3.7 
8.9 

8.0 

7.4 

20.7 2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市内居住者

（N=3,082）

下伊那郡内

居住者

（N=1,021）

広域居住者

（N=1,019）

徒歩 自転車 原付・自動二輪車

自動車（自ら運転） 自動車（送迎） タクシー・ハイヤー

路線バス 高速バス 鉄道  

図 中間駅への現在のアクセス手段  図 中間駅への開業後の希望のアクセス手段 
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30.5

42.8
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41.2

4.9

90.7

61.8

36.8

39.3

54.9

35.7

6.3

72.0

61.0

50.2

17.9

30.3

28.5

8.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

駅や周辺部の駐車場

駅へのアクセス道路

スマートIC

駅前広場

駅の送迎スペース

駅までの路線バス

その他

市内居住者（N=3,589） 下伊那郡内居住者（N=1,136） 広域居住者（N=1,019）

 

図 リニア中央新幹線利用のために必要な整備（複数回答） 

46.7

57.9

51.7

4.6

9.1

46.8

53.5

54.2

5.8

9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

鉄道での利便性の向上

路線バスの利便性の向上

自動車の利便性の向上

その他

整備は特に必要ない

市内居住者（N=3,452） 下伊那郡内居住者（N=1,104）

 

図 中間駅と現在の JR 飯田駅周辺との接続性（複数回答） 

※未回答除く ※未回答除く 

※未回答除く 

※未回答除く 
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④中高生アンケート調査の基礎集計 

・飯田下伊那地域内での進学の希望する割合と比べると就職を希望する割合の方が

高く、将来的には、飯田下伊那地域で就職したいと考えている割合が高い。 

・地域内の就職を望む理由は、親戚・知人がいるなどが多く、地域内の就職を望ま

ない理由は、将来したいことができない、商業施設、娯楽施設が少ない等が多い。 

・リニア開業後、飯田下伊那地域に住みたいという割合は、住みたくないという割

合より高い。将来、飯田下伊那地域に住むための条件は、商業施設、にぎわいの

ある中心市街地、働きたいと思う職業、会社などの割合が高い。 

13.5 

5.7 

46.2 

64.3 

11.8 

17.0 

28.5 

13.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学生

(N=954)

高校生

(N=1,58
4)

飯田下伊那地域内で進学したい 飯田下伊那地域外へ進学したい

進学を考えていない わからない
 

29.0 

31.2 

31.4 

32.7 

39.6 

36.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学生

(N=955)

高校生

(N=1,60
8)

飯田下伊那地域内で就職したい 飯田下伊那地域外で就職したい

わからない
 

  図 高校卒業後の進学について         図 卒業後の就職先について 
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55.6
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3.3

53.7
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56.7

31.1
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家族・親戚

友人・知人

なじみ・愛着

生活が便利

自然

将来したいことがある

その他

中学生(N=275) 高校生(N=499)  

6.1

9.2

38.0

24.1

30.2

61.4

13.6

4.5

6.2

30.6

29.3

35.5

55.2

11.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地元ではない

なじみや愛着を感じない

商業施設が少ない

娯楽施設が少ない

交通が不便

将来したいことができない

その他

中学生(N=295) 高校生(N=516)
 

図 飯田下伊那地域内で就職したい理由  図 飯田下伊那地域内で就職したくない理由 

（地域内で就職したいと回答した人）   （地域内で就職したくないと回答した人） 
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４－４ 将来交通需要推計 

ここでは、リニア中央新幹線の整備を考慮した将来道路ネットワーク検討の前段階と

しての位置付けで、リニア中央新幹線の影響を考慮しない OD 表、現時点で想定される

将来ネットワークを用いた将来の道路ネットワークの評価を行った。 

 

４－４－１ 推計の前提条件 

（１）ネットワークの設定 

平成 24 年時点の現況ネットワークを設定した上で、想定するケースを踏まえて、将

来のネットワークを設定した。現況の飯田市内のネットワークは、県道以上の道路、

主要な市道、緊急輸送路、ネットワークの形成に影響のある市道や農道、その他道路

などを追加した。その上で、異なる整備水準における路線別交通量を推計するため、

整備水準が異なる将来の 3ケースのネットワークを設定した。 

 

（２）将来 OD 表の設定 

将来 OD 表は、平成１７年度道路交通センサス OD 調査の現況の Bゾーン間 OD 表をベ

ースとして国交省が推計した将来 OD 表を用いた。この際、ゾーンは、分析に必要なネ

ットワークの密度を考慮し、飯田市内は分割、その他地域は集約して設定した。 

 

（３）交通量推計の考え方 

現況の OD データとネットワークデータを用い、交通量の推計を行い、観測交通量に

より再現性の確認をした上で、分割転換率併用配分法で将来路線別交通量を推計した。 

なお、現況配分交通量の再現性の結果、高速道路も飯田市の一般道においても、相

関係数が高い値を示していること、個別区間別交通量の比率（配分交通量／観測交通

量）が 2割以内であることから妥当な推計結果に収まっていることを確認した。 

 

４－４－２推計結果 

４－１－１に示した条件に基づき、3ケース別の将来路線別交通量を推計した。 
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４－５ 計画課題の整理 

現況課題と PT 調査、広域交通行動及び意識に関する調査結果を踏まえて、計画課題

（案）を抽出した。 

 

〈計画課題（案）〉 

①新たな高速交通網に対応し、観光促進・地域活性化に向けた施設整備やまちづくり 

②高齢化社会に対応したやさしい交通体系の構築 

③歩行者の安全性の確保 

④地域の自立支援、安心安全の確保 

⑤低炭素な社会づくりの推進 

⑥拠点連携型都市構造を支援する交通体系の構築 

⑦既存ストックの活用と効率的な道路ネットワ－クの整備 

⑧道路整備と周辺土地利用の整合 

⑨公共交通の利便性・結節の確保 

⑩信頼性の高い道路整備 

⑪中心市街地の活性化を念頭においたリニア中央新幹線中間駅と中心市街地とのアク

セス交通整備 

⑫広域交通拠点としての機能の確保、広域的な地域相互の連携を行うための中間駅と飯

田市周辺観光地、周辺市町村とのアクセス性を確保するための交通整備 

⑬飯田市居住者のための中間駅と居住地域のアクセス性確保のための交通整備 

⑭中心市街地の活性化を念頭においたまちづくり 

⑮その他 

 


